
国際化 ･日本人 ･英語

平瀬 清

本論は現在｢国際共通語｣として広 く用いられている英語と日本人の関係を省みながら､

今後 日本人は英語 とどのように付き合って行こうとしているのか､あるいはどのように付

き合って行 くべきなのか考察 してみようとするものである｡｢国際化｣が声高に叫ばれる中､

日本人の英語学習熱はかつてないほど高まっているにもかかわらず､ 日本人の英語使用能

力は一向に上向く気配がない｡そのような現状を背景に､ 日本人の英語使用能力の向上が

見られないと国際社会の中で 日本は生き残れないのではないかとい う危機感が政界 ･財界

などを中心とした社会に広まっている｡英語を教える立場､あるいは英語教員を養成する

立場､そして自分 自身英語を学び使 う立場から､｢国際化｣社会における日本人と英語の関

係を考察 してみたい｡

1.｢国際共通語｣としての英語

(1) 英語の汎用性

現在､世界における英語の使用人口は 12億人とも 14億人 とも言われている｡その うち

約 4億人が英語を母語 としてお り､約 8億人から 10億人が第二言語あるいは外国語 とし

て使用 している｡母語 としての使用人口数だけから言 うと中国語の約 10億人には遠 く及

ばないが､その汎用性､すなわち使用地域の広 さとい う点では他言語を大きく引き離 して

いる｡例えば､英語を公用語､準公用語､第二公用語 としている国は世界 193ヶ国の内の

70ヶ国にも上っている｡使用領域に関して言えば､例えば 1995年の時点で､インターネ

ット情報の 80%が英語によるものであると言われていた｡このパーセンテージは他言語に

よる情報が急激に増加 したことにより2002年には 40%にまで低下 したと言われているが､

異言語間のインターネ ッ ト上での情報交換に用いられる言語は圧倒的に英語である｡その

他､学問や ビジネスなどの分野においても英語-の需要はますます増大 していると言わざ

るを得ない｡ 日本では日本物理学会が 2003年から日本語禁止の分科会を設け､日本細胞

生物学会では 2004年から英語を公用語にしたそ うである｡ このような英語の ｢優位性｣

は今後 50年は揺るがないであろうとい う予測を立てている学者 もいる (DavidCraddol,

1997)｡そんな中で､世界規模ではスペイン語､アジア地域では中国語が英語の ｢国際共

通語｣としての確固たる地位 を多少な りとも脅かすのではないかと考えられている｡

(2)英語の多様化

元来ヨーロッパの一小国であるイギリスの言語であった英語が､イギリスが海外貿易で

貯えた経済力 と産業革命によって手にした科学技術力を背景にその植民地を拡大するのに

伴って､世界に広まることになった｡イギリスがかつてほどの勢力を失った 20世紀前半

には､アメリカが絶大な経済 ･軍事力を背景に世界に進出して英語を更に広めて行 くこと

になる｡ しか し､これほど広範囲に膨大な数の人々に英語が用いられると､かつてはイギ

リスあるいはアメリカの言語であった英語が､それぞれの使用地域において独 自の変化を

経て､地域独特の英語を生むようになってきている｡つまり ｢脱英米化｣が起こり､｢母語

話者｣の英語 とは多少異なる様々な ｢世界諸英語｣(WorldEnglishes)が 存在 している

のである｡アジア地区には ｢シンガポール英語｣(Singlish)｢フィリピン英語｣(Taglish)
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あるいは ｢マ レーシア英語｣(Manglisb)などがある｡｢シンガポール英語｣は文末に'lah'

などをつける独特の英語であるが､2000年には ｢正 しい英語を使 う運動 (SpeakGood

EngliShMovement)｣が起こるほど､いわゆる ｢母語話者｣ の英語か らはかけ離れてしま

っている｡このように英語が多様化 した状況においては､英語を国際的に使用する際には､

｢相互理解可能性 (inteligibility)｣を確保するために自分たち独 自の英語に多少の修正を

加える必要がある場合 もあ り､同時に相手の ｢くずれた｣英語に対する寛容さも要求され

る｡この観点で 日本人の英語をみると､まだまだ英語の ｢母語話者｣信奉から抜け出てい

なように思える｡ これか らの国際社会では日本人も自分たちの英語が ｢母語話者｣並みで

ないことを気に して自己主張を控えるのではなくて､た とえ ｢多少 くずれた日本式英語

(Japlish)｣でも気にせずに､自分の主張を堂々と英語で表明することが求められるであ

ろう｡

2. 日本人と英語

(1)歴史的な流れ

日本人が本腰を入れて英語を勉強 し始めたきっかけは 1808年に長崎で起きたフェート

ン号事件であった｡オランダ国旗を掲げて長崎に入港 したイギリス軍艦フェートン号がオ

ランダ商館員 2名を人質に取って飲料水や食料を要求 し､その要求を満た して立ち去った

事件であった｡幕府はこの事件により英語の必要性を痛感 し､翌 1809年に長崎通詞のう

ち6名に英語学習を命 じた｡ このように日本における英語学習はまさに ｢国防政策｣の一

つとして始まったのである｡1853年にペ リーの率いる黒船が浦賀に来航 した時に通訳 とし

て働いたのは英語を身に付けた長崎通詞たちであったと言われるが､実際にはあまり役に

立たなかったとも言われている｡英語はさらに明治時代の ｢文明開化｣の道具として重要

な役割を果たすことになる｡英語の ｢母語話者｣ を中心とした ｢お雇い外国人教師｣の導

入や留学生派遣などを通 して英語 とのつなが りがますます強いものにな り､日本の学問水

準は急速に向上 した｡そんな中､ 日本語に代えて英語を日本の ｢国語｣に しようとい う意

見す ら飛び出すほどであった (森有礼 ｢英語採用論｣1872年)0

しかし明治 30年代になると､ 日本人は日清 ･日露戦争における勝利によって自信を強

め､西欧文化に対する崇拝の念は次第に弱まって行った｡また国粋主義者たちの英語教育

に対する反感 も強まっていった｡富国強兵とい う国策の前に英語教育の過重も問題 となっ

てきた｡両戦争の膨大な戦費が経済を圧迫 し､高給取 りであった ｢お雇い外国人教師｣を

維持することが難 しくな り､彼 らを解雇 して日本人教師を雇用する途を選んだ｡ このよう

な流れの中で､当然のことながら日本人 (この場合は特に高等教育の学生たち)の英語力

は急速に衰え､明治以来栄えて来た ｢英学｣は急速に衰退の途を辿ることになる｡

第 1次世界大戦によって日本が名実共に世界の列強になった時､英語排斥の気運がさら

に増長 してきたが､現実的には高等学校において語学を重視 し､入試において英語が重要

科 目であったため､このような英語排斥論は成功 しなかった｡ 日本は技術面においても文

化面においても､明治以来の英米依存から脱却することができず､まだ英語を必要 として

いたのである｡この頃になると英語学習の主 目的は受験勉強に移行 し､｢役に立たない学校

英語｣を廃止 しようとい う意見が現れ始める｡当時の中学校の授業時間数週 30時間のう

ち､6,7時間も英語に充てるのはあまりにも多すぎる､もっと減 らすべきだ､あるいは選

択科 目にすべきだ､さらには全廃すべきだ､などの意見が出てきた｡その後 ｢教養 vs二実

用｣論争が 1975年の ｢英語教育大論争｣まで幾度 となく繰 り広げられた｡ しか し､ここ

30年間は ｢実用面｣のみが強調されるようになり､｢教養面｣はあたかも死滅 したかの感

があり､この種の論争が展開される余地はほとんど残っていない｡
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(2) 英語教育に対す る ｢恨みつ らみ｣

第 2次世界大戦直後､ついこの前まで ｢敵国語｣ であった英語に 日本人は飛びつき ｢第

1次英語ブーム｣が到来 した｡『日米会話手帳』(1946)は 360万部 も売れ､ラジオの ｢カ

ムカム英会話｣に多 くの人が耳を傾 けた｡その後､ 日本で ｢東京オ リンピック｣(1964)

や ｢大阪万国博｣(1970)などの世界規模のイベ ン トが開催 される度に ｢英語ブーム｣ が

巻き起こった｡1970年代に入ると､日本経済の高度成長や航空機の発達により､日本企業

の海外進出や人々の海外旅行が盛んになった｡その時まで英語を使ってコミュニケーショ

ンを行な う機会などほとんどなかった多 くの 日本人が､学校で習ったはずの英語が全 く役

に立たないことを痛感す ることになった｡そのような社会状況を背景に ｢教養 vs.実用｣

の論争が社会全体を巻き込んで復活 し､上記の ｢英語教育大論争｣(1975) とい う形で結

晶 した｡｢実用｣を主張する平泉捗参議院議員の論は､ある意味では人々が学校英語教育に

対 して抱いていた ｢恨みつ らみ｣を代弁 したものになった｡日く ｢学校の教える英語は実

際には全 く役に立たない｣､目く ｢もっと 話̀す'ことを教えて欲 しい｣､日く ｢英語教育

に費やすお金 とェネルギーは大きな損失である｣ ｡ TOEFL(TestofEnglishasaForeign

Language)の国別平均点を引き合いに出 して､ 日本人の英語力の低 さを強調する人々もい

た｡ 日本人の英語力が全般的に見ると依然 として低いとい うことは確かに事実の一面であ

るとは思 うが､その原因を全て学校の英語教育に求めるのは無理があるように思 う｡ ここ

では他の理由として 日本人の言語観､英語学習の緊要性､学習動機の強 さ､個人努力の程

度などの問題が含まれていることだけを指摘 しておきたい｡

3.英語教育 ｢改革｣の努力

このような社会の声に対 して､学校英語教育も手をこまねいていたわけではなく､文部

(科学)省は約 10年毎に発行する ｢学習指導要領｣を通 して､英語教育を改善に努力 し

｢ご乗 に｡⊥トi-/票前約 菩前約)｢門窮託鞄 了 夢導入 し､｢勺棚 ノご坑 ｣｢Fb

語話者｣ に接 し､コミュニケーションを行 う機会を提供 して来た｡ しか し､これ らの努力

が必ず しも実を結んでいるとは言えないのは残念である｡

(1)役に立つ英語を-- ｢学習指導要領｣の改訂

1947年に ｢試案｣とい う形で文部省から発行 された ｢学習指導要領｣(以下 ｢要領｣)は

｢大綱的規準｣に過ぎなかったが､1958年の改訂版 ｢要領｣以降は ｢法的拘束力｣を持つ

ようにな り､その後､約 10年毎に改訂 されてきている｡ 中学校の英語教科書 (現在 7種

頬)はすべてこの ｢要領｣に基づいて書かれ､文部科学省の検定をパス しなければならな

い点から見て､｢要領｣は現在の英語教育の現場を直接的に統括す るものと考えてよい｡

前節で見たような ｢もっと役に立つ英語を教えて欲 しい｣ とい う社会からの強い要請を

受けて､文部省は 1969年の ｢要領｣で ｢学習活動｣ とい う言葉に代わって､｢言語活動｣

とい う用語が用い られ るようになった :｢(1)聞くこと､話すこと､読むこと､および書

くことにおいて､それぞれ次の言語活動を行なわせる｡(2)上記 (1)の言語活動は､次

の材料を用いて行なわせ る｣(｢中学校学習指導要領｣1969年)｡た とえば､中学 1年の ｢聞

くこと､話すこと｣では次のような ｢言語活動｣をおこなわせ る､となっている[( )内

は ｢言語材料例｣】:(a) 日常慣用のあいさつをかわす こと (Goodmorning.Thankyou.);

(b)身近なことについて話 し､聞 くこと (Thisisabook.);(C) ある動作をするように言

い､それを聞いて､その動作をすること (Standup.Comehere.);(d) 身近なことにつ

いて､尋ね答えること (Areyouaboy?Yes,lam.). このような ｢言語活動｣ の導入によ
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っても､生徒の英語使用能力は残念ながらそれほど大きく向上 したとは言い難 く､む しろ

｢言語活動｣ に時間 とエネルギーを費や した分､肝心な文法を含めた ｢読み書き能力｣の

低下が見られたように思 う｡

その後､生徒の英語使用の機会を教室内に設けるとい う目的で､英語の ｢母語話者｣の

導入プログラムがいくつか実施 され ((2)を参照)､教室内での彼 らとの言語活動が奨励

された｡1989年の ｢要領｣ に ｢コミュニケーション｣とい う概念が登場 し､実際のコミュ

ニケーションに役に立つ英語を教えようとい う姿勢がさらに強められることになる｡1998

年の ｢要領｣ではそれをさらに一歩進めて ｢実践的コミュニケーション能力｣とい う用語

が使われた｡｢外国語を通 じて､言語や文化に対する理解を深め､積極的にコミュニケーシ

ョンを図ろうとする態度の育成を図 り､聞くことや話すことなどの実践的コミュニケーシ

ョン能力の基礎を養 う｡｣(｢中学校学習指導要領｣1998年)ことをその目標に設定 した｡

｢実践的コミュニケーション能力｣ とは､単に外国語の文法規則や語嚢などについての知

識を持っているとい うだけではなく､実際のコミュニケーションを目的として外国語を運

用することができる能力のことである｡

｢役に立つ英語を｣とい う社会からの要請に突き動かされて､学校英語教育は ｢改革｣

の方向を ｢コミュニケーション能力｣の育成に向け､努力を積み重ねて来た｡しか し､｢コ

ミュニケーション教育｣の名の下に､学校英語のクラスが薄っぺ らな ｢英会話｣教室にな

ってしまう危険性は常に孝んでいる｡ 学校における英語教育の意味は何かを今一度問い直

す必要があるのではないだろ うか｡

(2)英語の ｢母語話者｣の導入

1969年に文部省が ｢日本の英語教育の改善｣を目的にアメリカのフルブライ ト･コミッ

ションと共同で始めた'FulbrightEnglishAssistants'プログラムは 1976年で終了し､

その翌 1977年文部省は 'MombushoEnglishFellow(MBF)'とい うプログラムを立ち上

げ､公立の中学 ･高等学校の英語教育現場にアメリカ青年を導入することを決めた｡初年

度 9名でスター トしたこのプログラムも8年後の 1985年には 166名 (宮崎県 2名)が導

入されている｡1978年に文部省はブ リティッシュ･カウンシル との共同で'BritishEnglish

Teachers(BET)'プログラムを開始 し､イギリス人英語教師の招碑を進めた｡ しか しこれ

らのプログラムは､1987年に文部省が 自治省､外務省 と共に'JapanExchangeand

Teaching(JET)'プログラムを開始 したことにより､発展的に解消 した形になっている｡

JETプログラムは ｢外国語指導の補助等を行なう助手(ALT)｣の他に ｢国際交流員(CIR)｣

なども含めて現在全国に 6000人ほどの ｢母語話者｣ を招碑 している｡今後小学校に英語

が導入されるのに伴って､さらにその数を現在の約 2倍に増やす計画があるそ うである｡

これ らのプログラムは言 うまでもなく ｢日本の英語教育の改善｣すなわち､｢日本人の英

語能力の向上と国際理解の深化｣を主 目的とするものである｡学校現場におけるALTの活

動については､生徒の英語に対する関心の向上､英軍授業に対する積極性の向上､生徒の

英語運用能力の向上､授業内容の充実など､英語教育の充実-の貢献について一定の評価

はできる. しか し､彼 らの活用方法についてはなお一層の研究が必要となるであろう｡

4.国民全てに英語を?

上で見たように､ 日本の学校英語教育は ｢コミュニケーション能力｣育成 という目標を

掲げて､その改革に努力 してきている｡それは､｢日本人の英語によるコミュニケーション

能力がこのままでは､国際社会に取 り残 されてしまう｣とい うある種の強迫観念にも似た

ものに社会全体あるいは英語教育界全体が脅かされているように思える｡2000年になって
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から､そのような考えを象徴するような 2つの公刊物が刊行 されているので､それ らを検

証 してみたい｡

(1)｢日本のフロンティアは日本の中にある｣

2000年 1月に ｢21世紀 日本の構想懇談会｣(座長 :河合隼雄,)が当時の小捌首相に提

出した最終報告書 (第 6章)の中で､英語に関して次のように述べ られている :｢英語が

事実上世界の共通言語である以上､日本国内でもそれに慣れる他はない｡第二公用語にし

ないまでも第二の実用語の地位を与えて､日常的に併用すべきである｡国会や政府機関の

刊行物や発表は､日本語 とともに英語でも行 うのを当然のた しなみ とすべきである｡｣これ

をきっかけに､所謂 ｢英語第二公用語論｣に関して賛否両論が巻き起こることになる｡つ

まり ｢日本人が英語を身につけないと国際社会に乗 り遅れるぞ｣とい う考え方 と ｢英語だ

けをしかも国民全体に強制することには反対｣ という考え方の議論がかみ合わないまま進

み､結局 うやむやの内にこの論争は消滅 したように思える｡国際競争力を身に付けるため

に国民全体を巻き込もうとする提案には論理の飛躍があるように思える｡｢日本人が英語を

身につけないと｣と言 う場合の ｢日本人｣は､決 して ｢全ての日本人｣ではないであろう｡

本来ならば国際舞台に立つような立場にある人々が率先 して必死に英語やその他の外国語

の習得に取 り組むべきであるのに､その責務を果 さずに国民全体の問題にす り替えている

ように思 う｡また､英語を公用語にすれば必然的に日本人の英語能力が向上すると考えて

いるようであるが､それは楽観的に過ぎないであろうか｡ さらに､ 日本の公用語が 日本語

と英語の 2つになることに伴って起こる財政上の諸問題なども考慮する必要があると思 う｡

この ｢第二公用語｣論争がもたらした良い点があるとすればそれは､国民の多くが自分た

ちの ｢国語｣ あるいは ｢公用語｣ と言 うものを意識的に考える機会を持ったことではない

だろうか｡

(2) ｢英語が使える日本人｣の育成

2002年に文部科学省は 日本人の英語の改善に本格的に取 り組む姿勢を取った｡その年の

3月に 『｢英語が使える日本人｣の育成のための戦略構想』を提示 した｡ この 『戦略構想』

は英語教育の重要性を考慮 して､文部科学省が 2001年 1月から20名の有識者の意見を聴

取し､とりまと▲めたものである｡ この 『戦略構想』に基づき概算要求を行い､配分予算に

従って 2003年 7月に 『｢英語が使える日本人｣の育成のための行動計画』を発表 し､その

行動計画を逐次実行に移 しつつある｡この ｢改革｣が今までの改革 と大きく違 う点が 2つ

ある｡まず第-に明確な達成 目標 と目標達成年度 (2008年度)を提示 していること｡第二

に､具体的な ｢行動計画｣を立て､それを実行に移 していることである｡その目標は二段

階に分けられ ｢中 ･高等学校を卒業 したら英語でコミュニケーションができる (国民全体

に求められる英語力)｣と ｢大学を卒業 したら仕事で英語が使える (専門分野に必要な英語

力や国際社会に活躍する人材等に求められる英語力)｣になっている｡その目標に向かって

｢英語の授業｣｢英語の教員｣｢モティベーション｣｢入学者選抜｣｢小学校英会話活動｣ の

5項 目に分けて､それぞれについての ｢実行計画｣を列挙 している｡その詳細はここでは

省くが､この 『戦略構想』の背景にある考え方について考えてみたい0

『戦略構想』の ｢趣旨｣ には次のように書かれている :｢経済 ･社会等のグローバル化が

進展する中､子 ども達が 21世紀を生き抜くためには､国際的共通語 となっている ｢英語｣

のコミュニケーション能力を身につけることが必要であり､このことは､子ども達の将来

のためにも､我が国の一層の発展のためにも非常に重要な課題 となっている｡｣この考え方

は､今まで何度か出て来た ｢乗 り遅れ｣論にはかならない｡つま り､日本人の英語をこの

まま放置 してお くと､日本は国際社会から置いていかれてしま う｡そ うならないためにも､
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将来を担 う子 ども達を中心に国民全体の英語力向上が緊急の課題 である､ とい う考えであ

る｡前述 したように､ここには論理の飛躍が見 られる｡｢本来は しっか り英語を身につけて

いなければならない国際舞台で活動する日本人が､多 くの場合英語能力の向上あるいは習

得の努力を怠って来たために 日本が国際社会で不利益を被 ることがあるので困る｣ と言 う

べきではないだろ うか｡その怠慢のツケを国民全体に押 し付けられたのではたまらない｡

この 『戦略構想』でもう1つ大きく取 り上げ られ る問題は小学校への英語教育導入の問題

である｡ 外国語学習は早 く始めれば早いほど良い､ とい う考え方がある一方､あま り早

く外国語の学習を始めると母語獲得の妨げにな り､最悪の場合は両言語 とも不十分な状態

(これを'semi･lingual'と言 う)になって しま う恐れがあるとい う考え方 もある｡その

議論にまだ決着はついていないように思 う｡ただ し､ここでの焦点は言語習得上の問題 よ

りはむ しろ､義務教育である小学校において生徒全員に ｢英語｣を課す るとい う国 (文部

科学省)の方針の是非の問題である｡その上､もし小学校に英語を本気で導入するのであ

れば､時間数､教員の問題､教材開発､ALTの導入など､クリア しなければならない問題

が山ほどあ り､相 当の時間が必要であると思われ るが､早急な導入は ｢見切 り発車｣の感

を免れない｡

5.おわりに

｢もっと役に立っ英語 を｣ とい う社会か らの強い要望を受けて､学校英語教育 (文部科

学省)は､｢指導要領｣の改訂､英語の ｢母語話者｣の教育現場への導入な ど､様々な ｢改

革｣を試みてきたO しか し､残念ながら期待 されたほどの成果を得 るには至っていない｡

そんな中､英語に対す る社会の期待はいよいよ高まり､それに応 えられない学校英語教育

に見切 りをつけて､英語を日本の ｢第二公用語｣にすれば必然的に 日本人の英語力は向上

する､と言 う意見す ら出て来るに至った｡ ここに至って､文部科学省 も日本人英語の大改

革に乗 り出すべ く 『｢英語が使 える日本人｣の育成のための戦略構想』を発表 し､国民全体

が英語が使えるようなな るための行動計画を現在実行に移 しつつある｡ このよ うな社会情

勢を英語教師 としては本来ならば歓迎すべきところであるが､私の頭の中には常に ｢なぜ

英語だけなのか｣､｢なぜ国民全体なのか｣ とい う疑問が残 る｡国の ｢言語政策｣ がもう少

し真剣に検討 され る必要があるのではないかと思 う｡
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